
別紙３

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、１８年４月１日現在の人数である。

（３) 特記事項

平成１７年９月１日　大成町、瀬棚町及び北檜山町が合併し、せたな町となる。

人件費削減措置

支給月数を「3.00月」から「2.45月」に削減。

役職加算を次のように削減。

・係長、主任　　－　4％から0％に削減

・課長補佐等　　－　8％から0％に削減

・課長等、参事　－　10％から0％に削減

役職加算を期末手当と同様に削減。

支給率を次のように削減。

・3種　－　8％から4％に削減

・4種　－　6％から3％に削減

手当を次のように削減。

・2級地　－　「23,360円～8,800円」から0円に削減

・3級地　－　「22,540円～8,600円」から0円に削減

給料月額を次のとおり削減。

・町　長　－　750,000円から697,500円に削減

・助　役　－　600,000円から558,000円に削減

・教育長　－　550,000円から511,500円に削減

・区　長　－　530,000円から492,900円に削減

支給月数を「4.40月」から「3.90月」に削減。

役職加算を次のように削減。

・15％から0％に削減

手当額を一般職と同様に削減。

※病院、診療所の医師は除く。（寒冷地手当は除く。）

平成18年度に限り

給料

期末手当

寒冷地手当

平成18年度に限り

17年度

区　分

17年度

一般職

7,661

千円 千円人 千円

せたな町の給与・定員管理等について

人　件　費

　　　　　　Ｂ

人　

（参考）都道府県平均

（参考）

区分

勤勉手当

管理職手当

寒冷地手当

特別職

230 882,827 162,420

期末手当

削 減 内 容

342,611 1,387,858

項 目

6,034

区　分
16年度の人件費率

人件費率歳　出　額　

　　　　　　Ａ

実質収支

10,789 10,770,283

一人当たり

住民基本台帳人口

　　　　　（17年度末） Ｂ／Ａ

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

18.8

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

職員数

千円 　　　　　千円

　　　　　　　　　　　％

－

給与費 B/A

　　　　　　％

155,827 2,029,857

千円

一人当たり給与費

削減措置実施期間
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（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※平成１３年のせたな町のラスパイレス指数については、合併前の為記載無し。
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2



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

　　　③高等（特殊・専修・各種）学校教育職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

④税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

⑤福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

357,471

245,600

344,594

平均給与月額

せたな町

北海道 41.6

34.1

平均給料月額

北海道

42.2

区　　分 平均年齢

42.8

328,718せたな町

266,760

367,862

288,000

国 40.4

せたな町

類似団体

368,500

（国ベース）

353,200

372,567

平均給与月額
平均給与月額

381,212

330,100295,929

48.4

342,984

268,560 292,600

299,259

318,595

401,732

286,500

区　　分

305,707類似団体

50.0

322,565

―

329,77343.3

328,477

393,939

（国ベース）

281,000

321,300

449,945

262,500

311,587

平均給与月額

（国ベース）

291,900

国 ―

320,554

うち用務員

46.6 241,238 251,000うちその他技能労務職

309,229北海道

平均給与月額

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

354,36746.0

48.3

285,10048.0

291,529

平均給与月額

（国ベース）

せたな町 43.0 336,550 398,400 373,700

区　　分 平均年齢 平均給料月額

国 42.2 391,111 ―

類似団体 40.9 313,062 362,260 337,777

区　　分 平均年齢 平均給料月額

276,800

平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

類似団体 43.2 308,105

せたな町 33.9 252,616

国 40.7 335,462 ―

328,564

378,011

317,506

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

36.2類似団体

―

―民間事業者平均 51.8 ― 347,621
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⑥看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

（２）職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

円

円 円

円 円

円

円

円

円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円

円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

－

－

－

－

－－

－

中　学　卒

大　学　卒

－

－

－

－

－

大　学　卒

短大３卒

189,600

183,800

短大３卒

経験年数１０年

226,400

194,900

263,400大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

－

264,600

272,400

255,400

高等学校教育職

看護・保健職

大　学　卒

短　大　卒

大　学　卒

306,652 344,480

（国ベース）

－

134,000

123,900

－

－－

－

170,200

138,400

平均給与月額

311,300

170,200

317,526

297,300

経験年数１５年

―

－

325,290

－

－ － －

－

132,300

340,200

国 37.6 292,549

せたな町 39.11 298,580

類似団体

一般行政職

技能労務職

高等学校教育職

区　　　　　分

41.8

短　大　卒

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

技能労務職

保健職

区　　　　分

一般行政職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

278,400

356,200

403,600

360,300

301,700

303,200

経験年数２０年

327,500

282,300

268,700

239,100

171,450

153,180

317,000

252,100

214,100

減額前（参考）

138,400

国
北海道

138,400124,560

124,560

170,200

138,400

190,500

147,000

せたな町
減額後

看護職
大　学　卒 196,000

短大３卒 186,700
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）

（注）１　せたな町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

※１年前、５年前の構成比については、合併前の為記載無し。

主事、技師

主事補

18

28

33

　　　　　　　　人

15.3

0.6

19.9

　　　　　　　　％

10.2

6.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

18.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

1

12

　　　　　　　　人

標 準 的 な 職 務 内 容

課長、局長、室長、事務長、所長、参事

課長、課長補佐、次長、所長、参事、科長、主幹、主事

８　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

27

２　　級

１　　級

７　　級

６　　級 課長補佐、主幹、係長、主任

係長、主任、主事

係長、主任、主事、技師

主任、主事、技師

区　　分

35

22

５　　級

３　　級

４　　級

12.5

　　　　　　　　人

職員数

15.9

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

１級　0.6%２級　6.8%

３級　12.5%

４級　19.9%

５級　10.2%

６級　15.3%

７級　18.8%

８級　15.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１８年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（２）昇給期間短縮の状況

　

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（１７年度） １人当たり平均支給額（１７年度）

千円 千円

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　・役職加算　　4～20％ 　・役職加算　　5～20％ 　・役職加算　　5～20％

　・管理職加算　6～15％ 　・管理職加算　10～25％ 　・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（２）退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 　・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

　・勧奨退職の場合は、退職時特別昇給（2号俸）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額である。

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,509

Ｂ

1.45

職制上の段階、職務の級等による加算措置

区　　　　　　　　　　　　分

－

(0.75)

3.0

(1.6)

北海道 国

41.34

59.28

－

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.75)

1.45

1,789

59.28

－

普通昇給期間（12～24月）を

30.55

Ａ

短縮して昇給した職員数

Ｂ／Ａ －

比 率 ％

59.28

人

全　職　種

人職 員 数

23.5

33.5

１６年度

人

全　職　種

人

0

区　　　　　　　　　　　　分

176

職 員 数

比 率

Ａ

Ｂ

普通昇給期間（12～24月）を

(1.6)

％

－

せたな町

(0.75)

せたな町

(1.6)

3.0

Ｂ／Ａ

１７年度

国

30.55

41.34

短縮して昇給した職員数

3.0 1.45

59.28 59.2859.28

23,919

47.547.5

23.5

33.5

１人当たり平均支給額　　　　 5,433
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（３）地域手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

（４）特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

救急患者の転送等のため救急
車に同乗した場合

病院以外の場所で行う集団検診
に従事した場合

病院及び医科診療所に勤務
する医師

患家の依頼により病院等以外の
場所において診療に従事した場
合

病院及び医科診療所に勤務
する医師、看護師及び准看
護師

札幌市

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

3

13,121

虫垂切除点数以上の手術（麻酔
術を加算する。）を施行した場合

83

国の制度（支給率）

1

左記職員に対する支給単価

医務手当
　月額　150,000円以内
出張診療手当
　月額　 50,000円以内
医事研究手当
　月額　200,000円以内

9

　円

千円

9.3

247,566

3

健康診断　5,000円／回
予防接種　8,000円／回

１時間　310円

火葬作業に従事した場合

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

手当の種類（手当数）

手当の名称

医師手当

往診手当

救急待機手当

火葬作業手当

潜水作業手当

病院及び医科診療所に勤務
する看護師、准看護師、放
射線技師、臨床検査技師及
び薬剤師

職員 潜水器具を着用して潜水深度
20mまでの潜水作業に従事した
場合

救急車同乗手当

勤務時間外における救急患者
の処置及び転送等の業務の非
常招集に備え予め待機を指定し
た場合

深夜勤務
　全部　     6,800円／回
　4時間以上　3,300円／回
　2～4時間　 2,900円／回
　2時間未満　2,000円／回

主な支給対象職員

病院及び医科診療所に勤務
する医師

主な支給対象業務

病院及び医科診療所に勤務
する医師

診療及び出張診療並びに健康
管理に関する調査研究に従事し
た場合

往診料の4割相当額

82,356

支給対象職員数

職員

正規の勤務時間による勤務の
一部又は全部が深夜において
行われる看護等の業務に従事し
た場合

支給対象地域 支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

１回　1,000円

夜間看護手当 病院及び医科診療所に勤務
する看護師及び准看護師

手術手当

集団検診手当

病院及び医科診療所に勤務
する医師

　％

手術料の2割相当額

看護師、准看護師　3,400円／回
　（待機拘束時間12時間）
放射線技師　月額　10,000円
臨床検査技師　月額　10,000円
薬剤師　月額　10,000円

移送先までの距離
　100㎞未満　1,000円／回
　100～200㎞ 1,500円／回
　200㎞以上　2,000円／回
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（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６）その他の手当（１８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

－

124,299

247,721

63,020千円

（１７年度決算） 平均支給年額

14,543

支給実績（１７年度決算）

支給実績（１６年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

扶養手当

40,381千円

383,239

171,800千円

千円25,677管理職手当

①役職に応じ支給
　（給料月額×支給割合）
　・1種　100分の15
　・2種　100分の12
　・3種　100分の8
　・4種　100分の6

38,260

通勤手当

同じ

①交通機関等の利用者
　・1ヶ月当たりの運賃等相当額
　　（55,000円を限度に支給）
②自動車等の交通用具使用者
　・片道2㎞以上の通勤距離に応じた月
　　額を毎月支給
　　（2,000円～24,500円）

管理職員
特別勤務手当

住居手当

宿日直手当

同じ 3,214

同じ

異なる

①配偶者
　・月額　13,000円
②配偶者以外の扶養親族
　・2人まで　　月額　各6,000円
　・3人目以降　月額　各5,000円
③扶養親族たる子のうち満15歳に達す
　る日後の最初の4月1日から満22歳に
　達する日以後の最初の3月31日まで
　の間
　・月額　5,000円加算

①借家及び借間
　（家賃の額が月額12,000円を超える場合）
　・家賃が月額23,000円以下の場合
　　　家賃の月額から12,000円を控除した額
　・家賃が月額23,000円を超える場合
　　　家賃の月額から23,000円を控除した額
　　　の2分の1に11,000円を加算した額
　　　（控除した額の2分の1が16,000円を超
　　　　えるときは16,000円）
②自宅の場合
　・5,000円

支給実績

31,956

②自宅の場合
　2,500円（自宅
　の新築・購入
　から5年間に
　限る）

○配偶者等が
　借家・借間に
　居住する単身
　赴任手当受
　給職員
　最高13,500円

千円

千円

異なる内容

支給職員１人当たり

職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

との異同

国の制度と

手　当　名

－

内 容 及 び 支 給 単 価

324

1,718

①1回
　4,000円～
　18,000円

①正規の勤務時間外又は休日若しくは
　休暇日に宿直又は日直を命ぜられた
　場合
　・1回　4,200円

①管理又は監督の地位にある職員のう
　ち臨時又は緊急の必要その他の公務
　の運営の必要により勤務を要しない
　日又は祝日法による休日若しくは年
　末年始の休日に勤務した場合
　・1回　4,000円～9,000 円

1,696

同じ

異なる

国の制度

（１７年度決算）
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５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）

円 （ 円 ） 円

円 （ 円 ） 円

円 （ 円 ） 円

円 （ 円 ） 円

円 （ 円 ） 円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に

        おける退職手当の見込額である。                                 

173,000

435,200円　／

円　／

円　／

327,000

13,475,700円　

副 議 長

備 考

議 長

市 区 町 村 長

（１期の手当額）

議 員

4.40月分

副 議 長

市 区 町 村 長

152,000

228,000

　　（１７年度支給割合）

4.40月分

（支給時期）

任期毎

535,500

助 役

議 長

議 員

　　（１７年度支給割合）

　　697,500円×4.83×在職年数
退
職
手
当

（算定方式）

期
末
手
当

給
料

報
　
酬

助 役 　　558,000円×3.05×在職年数 6,807,600円　 任期毎

市 区 町 村 長

助 役

235,000

190,000

区 分

270,000

250,000 円　／

697,500 750,000

（参考）類似団体における最高／最低額

883,000 円　／

給 料 月 額 等

703,000

165,000

558,000 600,000
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　平成１７年の職員数は平成１７年９月町村合併時の職員数である。

[    423    ］ [    423    ］ [    0   ］

12

△ 16

下 水 道

合 計

小 計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病 院

水 道

そ の 他

△ 8

5

0

30 29

衛 生 1513

△ 4

商 工 3

△ 1

324

93101

340

80

4

53

計

農 水

土 木 19

3
一
般
行
政
部
門

239

　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

55

3

15

消防部門

議 会

普
通
会
計
部
門

小 計

教育部門

＜参考＞

（類似団体の人口1,000人当たり職員数

＜参考＞

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　 30.03

178186

0

0

△ 9

△ 8

12.41

10.09（類似団体の人口1,000人当たり職員数

＜参考＞

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　 21.41

1

0

0

231

71

5 0

4

13

0

対前年
増減数平成１８年平成１７年

職 員 数

3

△ 1

△ 8

△ 4

53

2

民 生 50 50 0

税 務 9 8

0

総 務 59

16.50

主 な 増 減 理 由
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（２）年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）

　

※５年前の構成比については、合併前の為記載無し。

2931 23

～

39歳

人 人 人
職員数

59歳 以上

44歳40歳

55歳43歳 47歳 51歳

人

～ ～

31歳

4449

人

48歳

0

人 人

10 30

人

37

人

27歳

56歳 60歳52歳

～ ～ ～ ～

20歳 20歳 24歳 28歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～

23歳

計

人

32442 25 4

人 人人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
例
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（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

　　　２　（　%）内の数値は、数値目標に対する進捗率示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの

　　　　増減数の累計を示す。

消　防

教　育

一般行政

純減数

185

51

人

1

307

93

5年目4年目3年目

308人（△23人・△6.9%）

数値目標

純減率

職員数

△ 1

－

92

－

△ 2

319

平成17年9月1日 平成22年4月1日

17年

331

公営企業 職員数

等 会 計 増減

計

職員数 職員数

計画期間

人 人

区　分

増減

95

平成17年4月1日

始　期

計画始期

終　期

平成22年4月1日

職員数 －

増減

職員数

331 308 △23 △6.9

（参考）

部　門 計 数値目標

21年 22年20年19年 17年～22年

2年目

171

（128.6%） △ 14△ 7

166 167173 －

△ 1 △ 7増減

職員数

39

（83.3%） △ 122

－4141

－ －－－

－

－ 9891 94

－ －－

308302298

（△33.3%） 3

△ 7 △ 12△ 5増減 （126.1%） △ 23

18年

1年目

178

53

－

93

324 －

－

41

1

－

－

53

174

△ 4

4

3

△ 9

△ 2

－－△ 12－

％
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